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家電リサイクルの流れ

排 出 者
（全国４４百万世帯、１．８千万台／年（４品目））

適正な引渡し
収集・再商品化等に関する費用の支払い
（再商品化：冷蔵庫¥4,600、エアコン¥3,500、テレビ¥2,700、洗濯機¥2,400）

排 出 者
（全国４４百万世帯、１．８千万台／年（４品目））

適正な引渡し
収集・再商品化等に関する費用の支払い
（再商品化：冷蔵庫¥4,600、エアコン¥3,500、テレビ¥2,700、洗濯機¥2,400）

排
出

排
出

引 取 義 務
①自らが過去に小売りした対象機器
②買換えの際に引取りを求められた対象機器

引渡し義務

引 取 義 務
①自らが過去に小売りした対象機器
②買換えの際に引取りを求められた対象機器

引渡し義務

小売業者
家電販売店８万店（うち大型店０．５５万店）

小売業者
家電販売店８万店（うち大型店０．５５万店）
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①義務者不存在等
②中小業者の委託 自らが過去に製造・輸入した対象機器

実施状況の
監視

実施状況の
監視

管理票
（マニフェスト）

制度による確実
な運搬の確保

管理票
（マニフェスト）

制度による確実
な運搬の確保

再商品化等基準に従った再商品化等実施義務
冷蔵庫:50%、エアコン:60%、テレビ:55%、洗濯機:50%

指定引取場所指定引取場所 交付・回付
交付・回付

指定引取場所１９０箇所ずつ
再商品化工場４０箇所
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エアコン テレビ 冷蔵庫 洗濯機

指定引取場所での引取台数 [千台] 1,636 3,520 2,565 2,426

再商品化処理台数 [千台] 1,624 3,515 2,556 2,409

再商品化等処理重量 [トン] 72,009 95,134 148,662 71,053

再商品化重量 [トン] 56,739 72,110 91,006 42,967

再商品化率 [%] 78 75 61 60

＊値は全て小数点以下を切り捨て

平成１４年度　廃家電４品目リサイクル実績

＊再商品化処理台数及び再商品化等処理重量は平成１４年度に再商品化等
　に必要な行為を実施した特定家庭用機器廃棄物の総台数及び総重量
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全国の指定引取場所における月毎の引取台数（４品目合計）
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全国のﾘｻｲｸﾙﾌﾟﾗﾝﾄにおける月毎の引取台数（４品目合計）
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物　　　　　　品 重量 エアコン テレビ 冷蔵庫 洗濯機

鉄 [トン] 23,112 7,235 65,832 30,992

銅 [トン] 3,058 3,369 998 476

アルミニュウム [トン] 1,111 188 404 142

非鉄・鉄など混合物 [トン] 27,969 483 18,880 8,703

ブラウン管ガラス [トン] ― 55,075 ― ―

その他の有価物 [トン] 1,487 5,756 4,890 2,652

　　総重量 [トン] 56,739 72,110 91,006 42,967

＊値は全て小数点以下を切り捨て
＊「その他有価物」とは、プリント基板、その他のプラスチック等である。

平成１４年度　廃家電再商品化物品重量

 ○製品の部品または材料として利用するものに有償または無償で譲渡しうる
　状態にした場合の当該部品および材料の総重量
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重量 エアコン 冷蔵庫

冷媒として使用されていたものを
回収した総重量

[kg] 806,580 233,946

冷媒
回収した１台あたりの重量

[g] 496 91

＊値は全て小数点以下を切り捨て

平成１４年度　廃家電フロン等回収重量
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４品目合計 エアコン テレビ 冷蔵庫 洗濯機

不法投棄の増加台数（平成13年度と平成14年度の比較）

家電４品目の廃棄台数に対する不法投棄台数の比率
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※全国２，７４３自治体（総人口の約８９％）における不法投棄台数集計
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食品リサイクル法の仕組み

食品関連事業者

再生利用事業者

主務大臣（環境大臣、農林水産大臣等）

食品関連事業者

（再生利用事業計画）

再生利用事業者 農林漁業者等

○基本方針の作成
・数値目標（平成１８年度までに年間排出量の２０％削減）
・再生利用等の方策 等

○事業者の判断基準の策定
・発生抑制の基準 ・減量の基準 ・再生利用の基準 等

食品関連事業者
食品の製造、流通、販売、

外食など（約１００万業者）
うち年間排出量１００ｔ以上の
者（約１万６千業者）
※食品廃棄物全体の約６割

（実効確保措置）

（促進のための措置）

指導・助言 勧告・命令等
（取組みが著しく不十分）

登録 認定

食品循環資源

特定肥飼料

有機農産物食品循環資源

・廃棄物処理法の特例（荷卸しに係る一般廃棄物の収集運搬業の許可不要）
・肥料取締法・飼料安全法の特例（農林水産大臣への届出不要）

☆委託による再生利用を推進 ☆利用を含めた計画的な再生利用を促進
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食品廃棄物の分類及び発生等状況

○ ：食品廃棄物は、①産業廃棄物として食品製造業から、②食品廃棄物の分類

一般廃棄物として(ｱ)事業系は食品流通業及び外食産業か

ら、(ｲ)家庭系は家庭から排出

製造段階（食品製造） →動植物性残さ 産業廃棄物

食

品

廃 流通段階（食品流通） →売れ残り

棄 食品廃棄

物

消費段階 外食 →調理くず、食品廃棄 一般廃棄物

食べ残し

が、食品リサイ

クル法の対象

家庭 →調理くず、食品廃棄

食べ残し
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○ 食品廃棄物の発生及び処理状況

（量：万ｔ、割合：％）

処分量

再生利用量

発生量 焼却・ 埋立量 肥料化 飼料化 その他 計

一般廃棄物 1,793 1,713 － － － 80

(96%) － － － (4%)

家庭系 1,241 1,232 － － － 9

(99%) － － － (1%)

事業系 552 481 44 17 10 71

(87%) (8%) (3%) (2%) (13%)

産業廃棄物 405 219 91 88 7 186

(54%) (22%) (22%) (2%) (46%)

合計 2,198 1,932 － － － 266

(88%) － － － (12%)

（資料）

環境省「日本の廃棄物処理」、「産業廃棄物排出・処理状況調査報告書」及び農林水産省「平成

１３年食品循環資源の再生利用等実態調査」より農林水産省・環境省試算
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単位：％

業　種
新たに発生抑制に取り
組んだ又は、取組を強
化した事業所数割合

減量化に取り組んで
いる事業所数割合

再生利用に取り組ん
でいる事業所数割合

４ 業 種 計 34 9 50

食 品 製 造 業 34 11 63

食 品 卸 売 業 26 1 31

食 品 小 売 業 45 8 39

外 食 産 業 35 7 36

食品廃棄物等の再生利用等の状況
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特定建設資材廃棄物発生量
（平成１２年度国土交通省センサス）
建設発生木材 約５００万トン／年
ｺﾝｸﾘｰﾄ塊 約３，５００万トン／年
ｱｽﾌｧﾙﾄ塊 約３，０００万トン／年

建設廃棄物合計 約８，５００万トン

建設リサイクル法の仕組み
（建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律の概要）

②受注者が分別

解体等を実施

（基準に従い、廃棄物を分別
しつつ解体工事等を実施）

②受注者が分別

解体等を実施

（基準に従い、廃棄物を分別
しつつ解体工事等を実施）

解体工事業
者の

登録制度

③受注者が再資源
化を実施（処理業者へ

の委託も可）

建設発生木材→ 木質ボード、
木材チップ等

（再資源化が困難な場合は
焼却による縮減）

コンクリート塊→ 路盤材、骨材等

アスファルト塊→ 再生アスファルト、
路盤材等

③受注者が再資源
化を実施（処理業者へ

の委託も可）

建設発生木材→ 木質ボード、
木材チップ等

（再資源化が困難な場合は
焼却による縮減）

コンクリート塊→ 路盤材、骨材等

アスファルト塊→ 再生アスファルト、
路盤材等

①対象建設工事
（一定規模以上の
解体工事及び新築
工事）の発注者が、
都道府県に分別
解体計画等を届出

①対象建設工事
（一定規模以上の
解体工事及び新築
工事）の発注者が、
都道府県に分別
解体計画等を届出

④元請業者か
ら発注者への
再資源化の完
了の報告

木材

コンクリート

アスファルト

その他の

廃棄物

処分
（再生、焼却、埋立処

分など）

請負契約の際に、
解体工事費用等
を書面に記載。

都道府県知事

助言・勧告、命令 助言・勧告、命令

・計画が一定の
基準に合致しな
いときは変更命令

（注）命令違反は罰則

国の基本方針

都道府県の実施指針

（注）届出違反は
罰則

（注）登録違反は罰則

※登録数

３，６３６社

（H14.4現在）

※届出件数（全国想定）

約５８万件／年

※再資源化施設の設置状況

（平成１２年度国土交通省セン
サス）

木材チップ化施設 ２３８

ｺﾝｸﾘｰﾄ砕石施設 ７７７

再生ｱｽﾌｧﾙﾄ施設 1,790

（注）命令違反は罰則
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建設廃棄物の現状建設廃棄物の現状

１．産業廃棄物の排出量及び最終処分量
（平成１２年度）

環境省調べ及び国土交通省の調査結果による
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建設廃棄物の現状建設廃棄物の現状

２．不法投棄の内訳（平成１３年
度）

がれき類
403件　35%

木くず
226件　20%

その他
建設廃棄物
164件　14%

廃ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ類
114件　10%

金属くず
46件　4%

ゴムくず
3件　0%

燃え殻
42件　4%

汚　泥
31件　3%

動植物性残渣
19件　2%

動物の糞尿
11件　1%

ガラス･
陶磁器くず
22件　2%

廃　油
5件　0%

その他の
産業廃棄物
34件　3%

特管産廃
25件　2%

鉱さい
5件　0%

投棄件数
1,150件

建設廃棄物計
793件
69.0%

建設廃棄物計
172,747.3ｔ

71.5%

環境省調べ

動物の糞尿
2,733.5t  1%

動植物性残渣
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廃　油
141.0t  0%

ガラス･
陶磁器くず

2,894.9t  1%
鉱さい
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特管産廃
453.5t  0%

その他の
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廃ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ類
19,808.5t

8%

その他
建設廃棄物
43,993.8t

18%
木くず

29,920.8t
12%

がれき類
98,832.6t

  41%

投棄量
241,675.7ｔ
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建設廃棄物の現状建設廃棄物の現状

３．建設廃棄物のリサイクル率の推移

※平成１２年度の建設発生木材については、
「縮減」分４５％を加えると再資源化率８３％となる。

国土交通省の調査結果による
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基 本 方 針

主務大臣（事業所管大臣等）
は、資源の使用の合理化、再
生資源・再生部品の利用の総
合的推進を図るための方針を
策定・公表

事業所菅大臣等：

経済産業大臣、国土交通大臣、農林水産大臣

財務大臣、厚生労働大臣、環境大臣

「再生資源」とは：

使用済みの物品又は工場等で発生
する副産物のうち有用なもので原材料
として利用できるもの

「再生部品」とは：

使用済みの物品のうち有用なもので
部品その他製品の一部として利用でき
るもの

関 係 者 の 責 務

国 ・ 地 方 公 共 団 体消 費 者事 業 者

・使用済物品及び副産物の発生抑制のための原材料の

使用の合理化

・再生資源・再生部品の利用

・使用済みの物品、副産物の再生資源・再生部品とし
ての利用の促進

・製品の長期間使用

・再生資源を用いた製品の利用・分別回収への協力など再生資
源の利用等の促進

・国・地方公共団体及び事業者の実施する措置への協力 等

・資金の確保等の措置

・物品調達における再生資源の利用等の促進

・科学技術の振興

・国民の理解を深める努力 等

指定再利用促進
製品の政令指定
（※４）

指定表示製品の
政令指定（※５）

特定省資源業種の
政令指定（※１）

指定再資源化製品の政
令指定（※６）

・再生資源の原材料と
しての利用を促進する
措置

・再生部品の利用を促
進する措置

・原材料としての利用
を促進すべき製品に関
する措置

・再生部品の利用を促
進すべき製品に関する
措置

分別回収のた
めの表示に関
する措置

副産物の発生抑制・
再生資源の利用を促
進する措置

使用済み製品の回収・
再資源化を促進する措
置

主務大臣による事業
者の判断基準の策定
（指定業種ごと）

主務大臣による事
業者の判断基準
の策定（指定製品
ごと）

主務大臣によ
る表示の標準
の策定（指定
製品ごと）

主務大臣による事業者
の判断基準の策定（指
定業種ごと）

主務大臣によ
る事業者の判
断基準の策定
（指定製品ご
と）

指導・助言

公表

命 令

発生抑制・再生資源の
利用に関する中長期計
画の提出

勧告

関係審
議会の
意見

指導・助言

指導・助
言

公表 公表 公 表

命令 命令命令

関係審
議会の
意見

関係審
議会の
意見

勧 告
（対象；政令で定
める一定規模以
上の事業者）

勧 告

（対象；政令で定
める一定規模以
上の事業者）

勧 告
（対象；政令で
定める一定規
模以上の事業
者）

勧 告

（政令で定める
小規模の事業
者を除外）

指導・助言

関係審
議会の
意見

命 令

関係審
議会の
意見

具体例

※１…鉄鋼業、紙・パルプ製造業、化学工業、非鉄金属製造業等

※２…紙製造業、ガラス容器製造業、建設業、複写機製造業等

※３…自動車、家電、大型家具、石油・ガス機器、パソコン、ぱちんこ台等

※４…パソコン、複写機、自動車、ぱちんこ台等

回収・再生
資源化の
認定

・廃棄物処
理法におけ
る配慮

・公正取引
委員会との
調整

要件に不適
合となった
場合

認定取消

※５…スチール缶、アルミ缶、ペットボトル、

二次電池、 紙製容器包装、

プラスチック製容器 包装

※６…パソコン、二次電池

※７…電気業、建設業

公表

で囲んだ箇所及び下線
部が今回の改正に伴う
もの

指定副産物の
政令指定（※
７）

副産物の利用
を促進する措
置

主務大臣による事
業者の判断基準の
策定（指定副産物
及び指定業種）

指導・助言

勧 告

（対象；政令で定め
る一定規模以上の
事業者）

公表

命令

関係審
議会の
意見

特定再利用業種
の政令指定（※２）

指定省資源化製
品の政令指定（※
３）

製品の省資源化、
長寿命化を促進す
る措置

主務大臣による事業者
の判断基準の策定（指
定製品ごと）

命令

関係審
議会の
意見

指導・助言

勧 告
（対象；政令で定
める一定規模以上
の事業者）

公表

資源の有効な利用の促進に関する法律の概要
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指定再資源化製品の政令指定

（パソコン、小形二次電池）

使用済み製品の回収・

再資源化を促進する措置

主務大臣による事業者の

判断基準の策定

（指定製品ごと）

指導・助言

公 表

命 令

勧 告

（対象：政令で定める

一定規模以上の事業者）

関係審議会の意見

資源有効利用促進法
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「資源の有効な利用の促進に関する法律」に基づく、自主回収、再資

源化にかかる実績報告について

〈事業系パソコン〉

(1) 自主回収実績 （単位：トン、台）

製 品 区 分 重 量 台 数

デスクトップパソコン ２，５８６ ２０７，０２０

ノートブックパソコン ２７１ ６８，８７７

ブラウン管式表示装置 ３，６４６ ２２２，７４３

液晶式表示装置 ３３ ３，８３７

合 計 ６，５３５ ５０２，４７７

(2）再資源化実績 （単位：トン、％）

製 品 区 分 処 理 量 再資源化量 再資源化率 法定目標

デスクトップパソコン ２，５８６ ２，０３０ ７８.５ ５０

ノートブックパソコン ２７１ １６３ ６０.２ ２０

ブラウン管式表示装置 ３，６４６ ２，６４１ ７２.４ ５５

液晶式表示装置 ３３ ２４ ７４.０ ５５

＊再資源化とは再生部品及び再生資源として利用することをいう。

注）回収実績、資源再利用率の表中の数字は四捨五入のため、合計等は必ずしも一

致しない。
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「資源の有効な利用の促進に関する法律」に基づく、自主回収、再資

源化にかかる実績報告について

〈小形二次電池〉

(1)自主回収実績 （単位：トン）

製 品 区 分 重 量

ニカド電池 ６２８

ニッケル水素電池 ４５

リチウム二次電池 ３３３

小形シール鉛蓄電池 ４，０４２

合 計 ５，０４８

(2)再資源化実績 （単位：トン、％）

製 品 区 分 処 理 量 再資源化量 再資源化率 法定目標

ニカド電池 ６２６ ４４４ ７１.０ ６０

ニッケル水素電池 ４２ ２９ ６８.５ ５５

リチウム二次電池 ３２０ １２５ ３９.０ ３０

小形シール鉛蓄電池 ３，６７８ １，８３９ ５０.０ ５０

＊再資源化とは再生資源として利用することをいう。

注）回収実績、資源再利用率の表中の数字は四捨五入のため、合計等は必ずしも一致

しない。
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電子情報技術産業協会（JEITA）の調査によると、家庭系使用
済みパソコンの平均保有年数は8.9年と比較的長く、排出先の内
訳としては下記のグラフの通りとなっています。このような状況
から、2000年5月の産構審等報告書※2では、家庭系使用済みパソ
コン排出量の一般廃棄物に占める割合は、「現状で0.02％、十数
年後でも1％に満たない」と言われています。

※1：「家庭系使用済みパソコン」とは、家庭から排出されるパソコンを言います。
※2：産業構造審議会企画小委員会パソコン3Rワーキンググループ、環境省パソコンリ
サイクル検討会、合同会合報告書の略。

家庭系使用済みパソコン※1の実態

家庭系使用済みパソコンの排出先内訳

（JEITA資料）

ゴミとして破棄
30％

中古販売店
への転売

20％

友人や知人への譲渡
50％
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【製品】【ユーザ】 【回収】 【処理】

（自治体）

事業系

ユーザ

家庭系

ユーザ

メーカ

ﾘｰｽ会社
ﾚﾝﾀﾙ会社

販売会社

販売店 国内
中古市場

０．７万ﾄﾝ

４．６万ﾄﾝ

(リース)
(レンタル)
(売り切り)

(売り切り)

０．１万ﾄﾝ

１．０万ﾄﾝ

０．７万ﾄﾝ

０．１万ﾄﾝ

０．８万ﾄﾝ

３．８万ﾄﾝ

自治体
０．７万ﾄﾝ

保管

０．３万ﾄﾝ

処

理

会

社

パ

ソ

コ

ン

０．７万ﾄﾝ

１．０万ﾄﾝ

０．７万ﾄﾝ

海外
中古市場

使用済パソコンの回収・処理ルートの概要

（JEITA資料）

家庭系パソコンの廃棄量予測

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

2001 2003 2005 2007 2009 2011 2013 2015

デスクトップ ノートブック千トン
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家庭系パソコンの
リサイクル制度の概要

• 新規品については、販売時に
製品価格に含めてリサイクル
費用を徴収。
排出時には無償回収

• 既販品については排出時に排
出者が負担

パソコン本体 ３０００円
ＣＲＴﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲ ４０００円
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家庭用パソコンの回収・リサイクルの仕組み

注）メーカー等は廃棄物処理法に基づく環境大臣による広域指定を活用する予定

消 費 者

メーカー
Ｂ社

メーカー
Ａ社

回
収
依
頼

伝
票
送
付

回
収
依
頼

伝
票
送
付

持
込

郵便局
（簡易郵便局を除く）

（指定回収場所）
約２万ヵ所

戸
口
回
収

（
ゆ
う
パ
ッ
ク
）

再資源化
施設（Ｂ）

再資源化
施設（Ａ）

Ｂ
社
製
品

Ａ
社
製
品
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フロン類引渡・引取義務フロン類引渡・引取義務

フロン類回収料金フロン類回収料金

使用済
自動車ガラ

最終所有者最終所有者

再利用
部品等

使用済自動車

使用済自動車

引取業者引取業者

（自
ら
又
は
委
託
に
よ
り
リ
サ
イ
ク
ル
を
実
施
）

（自
ら
又
は
委
託
に
よ
り
リ
サ
イ
ク
ル
を
実
施
）

使用済自動車等の流れ使用済自動車等の流れ

金の流れ金の流れ

自
動
車
製
造
業
者
・輸
入
業
者

自
動
車
製
造
業
者
・輸
入
業
者

払渡し払渡し

払渡し請求払渡し請求

シュレッダーダストシュレッダーダスト
引渡・引取義務引渡・引取義務

資金管理資金管理
法人法人

新車所有者新車所有者

中古車中古車

リサイクル料金リサイクル料金

金属等

有
用
部
品
市
場
・

有
用
部
品
市
場
・

有
用
金
属
等
市
場

有
用
金
属
等
市
場

（自動車販売・整備業者等）

道
路
運
送
車
両
法

に
基
づ
く
自
動
車

抹
消
登
録
制
度

※１

※１ 既販車に関しては
既販車所有者

使用済自動車の再資源化等に関する法律の概念図

引渡・引取義務引渡・引取義務

引渡義務引渡義務

解体業者解体業者

エアバッグエアバッグ
引渡・引取義務引渡・引取義務

エアバッグ回収料金エアバッグ回収料金

フロン類フロン類
回収業者回収業者

使用済
自動車

破砕業者破砕業者

※２

※２ リサイクル義務者が不存在の場合等につき第三者機関が対応

※３ 電子管理票（マニフェスト）制度を導入し、第三者機関により情報管理

引渡義務引渡義務

引渡義務引渡義務

登録

登録

許可

許可

認定



解体業者解体業者

破砕業者破砕業者

フロン類引取・引渡義務フロン類引取・引渡義務

フロン類回収料金フロン類回収料金

最終所有者最終所有者

再利用
部品等

使用済自動車

使用済自動車

引取業者引取業者

（自
ら
又
は
委
託
に
よ
り
リ
サ
イ
ク
ル
を
実
施
）

（自
ら
又
は
委
託
に
よ
り
リ
サ
イ
ク
ル
を
実
施
）

使用済自動車等の流れ使用済自動車等の流れ

金の流れ金の流れ

自
動
車
製
造
業
者
・輸
入
業
者

自
動
車
製
造
業
者
・輸
入
業
者

払渡し払渡し

払渡し請求払渡し請求

シュレッダーダストシュレッダーダスト
引取・引渡義務引取・引渡義務

資金管理法人資金管理法人
（（財）自動車リサイクル（（財）自動車リサイクル

促進センター）促進センター）

新車所有者新車所有者

中古車中古車

リサイクルリサイクル

料金等を預託料金等を預託

金属等

有
用
部
品
市
場
・

有
用
部
品
市
場
・

有
用
金
属
等
市
場

有
用
金
属
等
市
場

（自動車販売・整備業者等）

※ ※
既販車に関しては
既販車所有者

使用済自動車の再資源化等に関する法律の概念図

引取・引渡義務引取・引渡義務

引取・引渡義務引取・引渡義務

エアバッグ類エアバッグ類
引取・引渡義務引取・引渡義務

エアバッグ類回収料金エアバッグ類回収料金

フロン類フロン類
回収業者回収業者

使用済自動車

引取・引渡義務引取・引渡義務

引取・引渡義務引取・引渡義務

登録

登録

許可

許可

認定

情
報
管
理
セ
ン
タ
ー

情
報
管
理
セ
ン
タ
ー

（（財
）自
動
車
リ
サ
イ
ク
ル
促
進
セ
ン
タ
ー
）

（（財
）自
動
車
リ
サ
イ
ク
ル
促
進
セ
ン
タ
ー
）

電
子
マ
ニ
フ
ェ
ス
ト
に
よ
る
報
告

電
子
マ
ニ
フ
ェ
ス
ト
に
よ
る
報
告

情報の流れ情報の流れ

廃車ガラ輸出

国内電炉会社等

破砕前処理業者
（プレス等）

輸
出
業
者

中古車輸出

道路運送車両法の
抹消登録手続

全部再資源化認定
のケース

各事業者が創意工夫
によりビジネスを行う

解体自動車

（通称：自動車リサイクル法）

※ リサイクル義務者が不存在の場合等につき指定再資源化機関（（財）自動車リサイ

クル促進センター）が対応。その他離島対策、不法投棄対策への出えん業務も実施。

指
定
再
資
源
化
機
関

（（財
）自
動
車
リ
サ
イ
ク
ル
促
進
セ
ン
タ
ー
）
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ディーラー
（約１８，０００）

中古車専門店
（約５０，０００）

整備業者
（約８０，０００）

解
体
業
者
（
約
５
千
社
）

路上放棄車

地方公共団体

再使用部品
２０～３０％

（エンジン、ボディ部品、
電装品）

再資源化
部品約１５％
（エンジン、触媒、
非鉄金属、タイヤ）

使用済自動車
ガラ

（エンジン、タイヤ等を取
り外した外枠だけの状態）

５５～６５％

破
砕
（
シ
ュ
レ
ッ
ダ
ー
）
業
者

（
約
１
４
０
社
）

部品として
リサイクル

２０～３０％

素材として
リサイクル

５０～５５％

シュレッダー
ダスト

２０～２５％

最
終
ユ
ー
ザ
ー

リ
サ
イ
ク
ル
７
５
％
～
８
０
％

埋立・焼却

我が国における使用済自動車の流れとリサイクル率の現状

フロン回収
システム

エアバッグ適正処理
システム

ＣＦＣ１２・HFC１３４ａ
（フロン）

エアバッグ

25%

70
%5%

注）ディーラー、中古車専門店、整備業者はそれぞれ兼業している場合がある。

使
用
済
自
動
車
約
５
０
０
万
台

使
用
済
自
動
車
約
５
０
０
万
台

輸出（約輸出（約

１００万台）１００万台）

デ
ィ
ー
ラ
ー
等

自
動
車
製
造
業
者

新
車
販
売

新
車
販
売

約
５
６
３
万
台

約
５
６
３
万
台

自
動
車
輸
入
業
者

デ
ィ
ー
ラ
ー
等

輸
入
車
販
売

輸
入
車
販
売

約
２
８
万
台

約
２
８
万
台
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自動車リサイクル法の自動車リサイクル法の
指定法人指定法人

指定再資源化指定再資源化
機関機関

・預託金（リサイク・預託金（リサイク
ル料金）の管理ル料金）の管理

・預託に関する証・預託に関する証
明明

・メーカーが倒産した・メーカーが倒産した
場合に、代わってリサ場合に、代わってリサ
イクルを実施イクルを実施

・自治体の離島対策・自治体の離島対策
の取組に資金協力の取組に資金協力

・自治体の不法投棄・自治体の不法投棄
車両、野積み車両の車両、野積み車両の
処理に資金協力処理に資金協力

・資金運用方法の制・資金運用方法の制
限限

※※資金管理法人は、資金管理の業務に関して十分な公開性・透資金管理法人は、資金管理の業務に関して十分な公開性・透
明性を確保明性を確保

・「資金管理業務諮問委員会」・「資金管理業務諮問委員会」 の設置の設置
（理事長の諮問機関）（理事長の諮問機関）

・区分経理の義務づ・区分経理の義務づ
けけ

・監査法人による外部監査の義務付け・監査法人による外部監査の義務付け

・情報公開（事業報告、決算等・情報公開（事業報告、決算等
の定期的な公表）の定期的な公表）

資金管理資金管理
法人法人

指定法人は、自動車リサイクル制度の根幹を成す共通インフラ（主指定法人は、自動車リサイクル制度の根幹を成す共通インフラ（主
務大臣が指定）務大臣が指定）

・単独ではリサイクル・単独ではリサイクル
のできない小規模なのできない小規模な
メーカー・輸入業者メーカー・輸入業者
の委託を受けてリサの委託を受けてリサ
イクルを実施イクルを実施

一部使用されずに剰余となる
資金は、指定再資源化機関に
対し、出えん

等等

ユーザーから徴収し
たリサイクル料金を
安全かつ確実に管
理

預託確認に基づいて、陸運
当局は自動車検査証を交付

・移動報告がない場・移動報告がない場
合、その旨合、その旨

を自治体へ報告し、を自治体へ報告し、
不法投棄・不法投棄・

不適正処理を防止不適正処理を防止

情報管理セン情報管理セン
ターター

・関係事業者からの移動報告・関係事業者からの移動報告

を受理し、使用済自動車のを受理し、使用済自動車の

引取り・引渡しの情報を管理引取り・引渡しの情報を管理

国内で処理される年間４
００万台の使用済自動車
のぞれぞれについて、解
体業者、自動車販売店
等の関係事業者から報
告を受け情報を管理する。
本情報は陸運当局の登
録行政と密接に関係。
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指 定 再 資 源 化 機 関

使用済自動車の引渡しに支障
が生じている離島において、
その支障を除去するため運搬
等の措置を講じた市町村

資金の出えん

不法投棄された使用済自動車、解体自動車、
特定再資源化等物品、これらの処理に伴って
生じた廃棄物を、廃棄物処理法に基づいて
代執行を行った地方公共団体

資金の出えん、

撤去した解体自動車・特定

再資源化等物品の引き取り

引き取るべき自動車製造業者等
が存せず、又は確知することが
できない特定再資源化等物品

再資源化等に
必要な行為の実施

資 金 管 理 法 人

剰 余 金 の 発 生 事 由 ・ 用 途

預 託 金

・フロン類の破壊料金

・エアバッグの再資源化
料金

・自動車破砕残さの再資
源化料金

・中古車として輸出された後、２年以上自動車所有者

から預託金の取戻請求がない場合

・主務大臣の認定を受けずに解体自動車が全部

利用者（電炉等）に引き渡された場合

・フロン類回収業者がフロン類を再利用した場合

・預託されている自動車が最後に車検を受けてから

２０年を経過した場合

再資源化等が行われず剰余金となる。

①
出
え
ん

②
出
え
ん

剰余金

情報管理
センター

資金管理に
要するコスト

に充当

①及び②に使用しても余る
場合は、ユーザーが預託する

料金の割引に活用
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不法投棄自動車の原状回復に
ついて

地方公共団体

排出事
業者

原因
者

措置命
令
（19条
の4
19条の

5）

不法投棄自
動車

代執行 （19
条の7

19条の8）
※原因者等が不明
の場合、

原因者等が措置
命令に従

わない場合など

措置命
令
（19条
の6）

原状回復 資金管理
法人

資金の出えん
（106条）

剰余金の出えん
（98条）

○ 廃 棄 物 処
理 法

○自動車リサイク
ル法

指定再資源化
機関

※無資力、行方
不明
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グリーン購入法の仕組み

国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律（平成１２年法律第１００号）

目的 （第１条）

環境負荷の低減に資する物品・役務（環境物品等）について、

① 国等の公的部門における調達の推進 → 環境負荷の少ない持続可能な社会の構築

② 情報の提供など

国等による調達の推進

「基本方針」の策定（第６条）
各機関が調達方針を作成する際の基本的事項

環境大臣が各大臣等に必要な要請（第９条）

地方公共団体

事業者・国民

・毎年度、調達方針を作成
・調達方針に基づき調達推進

（努力義務）

物品購入等に際し、できる限り、
環境物品等を選択

（一般的責務）

情報の提供

環境ラベル等の情報提供団体（第１３条）
科学的知見、国際的整合性を踏まえた
情報の提供

製品メーカー等（第１２条）
製造する物品等についての環境
情報の提供

国（政府）
・製品メーカー、環境ラベル団体等が提供する情報を整理、分析して提供（第１４条）
・適切な情報提供体制のあり方について引き続き検討（附則第２項）

（第５条）

毎年度「調達方針」を作成・公表

調達方針に基づき、調達推進

調達実績の取りまとめ・公表
環境大臣への通知

国等の各機関（第７条）
（国会、裁判所、各省、独立行政法人等）

（第１０条）

環境調達を理由として、物品調達の総量を

増やすことにならないよう配慮（第１１条）

平成１３年４月１日全面施行
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環境と調和したまちづくり事業（エコタウン事業）について

環境省リサイクル推進室

１．概要

エコタウン事業は 「ゼロ・エミッション構想 （ある産業から出るすべての廃棄物を新、 」

たに他の分野の原料として活用し、あらゆる廃棄物をゼロにすることを目指す構想）を地

域の環境調和型経済社会形成のための基本構想として位置づけ、併せて、地域振興の基軸

として推進することにより、先進的な環境調和型のまちづくりを推進することを目的とし

て、平成９年度に創設された制度。

具体的には、それぞれの地域の特性に応じて、都道府県又は政令指定都市が作成したプ

ラン（市町村（一部事務組合を含む ）が作成する場合は都道府県等と連名で作成）につ。

いて環境省と経済産業省の共同承認を受けた場合、当該プランに基づき実施される事業に

ついて、地方公共団体及び民間団体に対して総合的・多面的な支援を実施する。

２．承認の実績

平成 ９年度 北九州市、岐阜県、長野県、川崎市

平成１０年度 福岡県・大牟田市、札幌市、千葉県

平成１１年度 秋田県、宮城県・鶯沢町

平成１２年度 北海道、広島県、高知県・高知市、熊本県・水俣市

平成１３年度 山口県、香川県・直島町

平成１４年度 富山県・富山市、青森県

平成１５年度 兵庫県・東京都

３．１５年度の支援措置

［環境省］

（優先採択を行う）（１）廃棄物処理施設整備費補助金

市町村等によるリサイクルの推進を図るための廃棄物再生利用施設整備事業

平成１５年度 １，５８１億円（他省庁計上分含む）の内数

（補助率１／４（公害防止計画策定地域１／２ ））

（２）ゴミゼロ型地域社会形成推進施設整備費補助金

民間事業者による先進的な廃棄物再生利用施設の整備事業

平成１５年度 ５．２億円（補助率１／２、１／４）

［経済産業省］

（１）資源循環型地域振興施設整備費補助金

民間事業者による先進的な再生資源利用施設の整備事業

平成１５年度 ２６．１億円（補助率１／２、１／３）

（２）資源循環型地域振興事業費補助金

都道府県等による展示商談会の開催、情報提供など

平成１５年度 ０．７億円（補助率１／２）
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エコタウン事業の承認地域マップ 

 

 

 

 

岐阜県  
【平成 9年 7月 10 日承認】 

・廃タイヤ、ゴムリサイクル施設

・ペットボトルリサイクル施設

・廃プラスチックリサイクル施設

青森県 【平成 14 年 12月 25 日承認】

・焼却灰･ホタテ貝殻リサイクル施設 

長野県飯田市 【平成 9年 7月 10 日承認】

・ＰＥＴボトルリサイクル施設 

・古紙リサイクル施設 

札幌市 【平成 10 年 9月 10 日承認】 
・ペットボトルリサイクル（フレーク化・シート化）施設

・廃プラスチック油化施設 

川崎市 【平成 9年 7月 10 日承認】

・ 廃プラスチック高炉還元施設 

・ 難再生古紙リサイクル施設 

・廃プラスチック製コンクリート型枠用

 パネル製造施設 

・廃プラスチックアンモニア原料化施設

・ペット to ペットリサイクル施設 

北九州市  
【平成 9年 7月 10 日承認】 

・ペットボトルリサイクル施設

・家電製品リサイクル施設 

・ＯＡ機器リサイクル施設 

・自動車リサイクル施設 

・蛍光管リサイクル施設 

・廃木材･廃プラスチック製建築

資材製造施設 

熊本県水俣市   

【平成 13年 2月 6日承認】 

・びんのリユース、リサイ

クル施設 

・廃プラスチック複合再生 

 樹脂リサイクル施設 

平成１５年１０月現在

宮城県鶯沢町 
【平成 11年 11 月 12 日承認】

・家電製品リサイクル施設 

広島県  【平成 12 年 12月 13 日承認】 

・ ＲＤＦ発電、灰溶融施設 

・ポリエステル混紡衣料品リサイクル施設

北海道 【平成 12 年 6月 30日承認】

・ 家電製品リサイクル施設 

・紙製容器包装リサイクル施設 

秋田県 【平成 11年 11 月 12日承認】

・家電製品リサイクル施設 

・非鉄金属回収施設 

・廃プラスチック利用新建材製造施設

福岡県大牟田市  

【平成 10年 7月 3日承認】 

・ＲＤＦ発電施設 

山口県  
【平成 13年 5月 29 日承認】 

・ ごみ焼却灰のセメント原料化施設 

香川県直島町  
【平成 14年 3月 28 日承認】

・溶融飛灰再資源化施設 

富山県富山市 【平成 14 年 5月 17 日承認】

・木質系廃棄物リサイクル施設 

・ハイブリッド型廃プラスチックリサイクル施設

兵庫県 
【平成 15 年４月 25 日承認】 

・ 廃タイヤガス化リサイクル施設

高知県高知市  
【平成 12年 12 月 13 日承認】 
・発泡スチロールリサイクル施設

東京都  
【平成 15年 10 月 27 日承認】 
・建設混合廃棄物の高度選別リサイクル施設

千葉県・千葉市  
【平成 11年 1月 25 日承認】

・エコセメント製造施設 

・直接溶融施設 

・メタン発酵ガス化施設 


